
 

 

 

 

 

 

 

【長崎県】次世代校務DX環境整備に関する情報提供依頼 

（RFI : Request For Information） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 長崎県教育の情報化推進協議会 

 

 

 

 

 



１ 業務名 

【長崎県】次世代校務DX環境整備に関する情報提供依頼 

 

２ 目的 

長崎県では、令和 6年 3月に策定した「第四期長崎県教育振興基本計画」に基づき、「つながりが創

る豊かな教育」の実現に向けた取組を推進している。また、文部科学省が推進する GIGAスクール構想

の下、教職員の長時間勤務の縮減や学校における働き方改革の推進を図るため、校務のデジタル化及

び校務 DXの推進が全国的に求められている。 

このような背景を踏まえ、本県では県内市町との連携の下、県域共同調達及び共同利用を前提とした

次世代校務 DX環境の整備について検討を進めている。次世代校務 DX環境の整備を通じて、校務

の標準化・効率化、教職員の業務負担軽減、教育の質の向上を図るとともに、共同調達によるスケール

メリットを生かしたコストの最適化や調達・運用事務の効率化を目指している。 

本情報提供依頼（RFI）は、上記検討を進めるにあたり、県域共同調達に適したクラウド型校務支援シ

ステム及び関連サービスに関する市場動向、提供可能な機能・サービス内容、導入・運用手法、概算費

用等について、専門的知見を有する事業者から幅広く情報を収集することを目的として実施するもので

ある。 

なお、本 RFIは現行システムのリプレースを含めた幅広い選択肢の比較・検討を目的として実施する

ものであり、現行システムの継続利用や特定の事業者・製品を前提とするものではない。県域共同調達

による次世代校務 DX環境の実現に向け、市場における最新のサービス動向及び実現可能な提案を広

く把握することを目的とする。 

 

３ 期間 

令和 8年 8月７日（金）～ 令和 8年 9月 4日（金）17時迄 

 

４ 対応方針 

本情報提供依頼に係る対応方針を以下に示します。 

(１) 文部科学省が示す以下のガイドライン等を踏まえることを前提とします。 

ア 次世代の校務 DX ガイドブック 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/1397369_00002.htm 

イ 教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/1397369.htm 

ウ GIGAスクール構想の下での校務 DXについて 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/175/mext_01385.html 



(２) 本情報提供依頼の各項目については、可能な限り全ての項目に回答してください。ただし、回答

が難しい場合は、一部回答でも可とします。その際、可能な範囲で回答が難しい理由も添えてく

ださい。いただいた回答内容は、今後の要件整理、仕様検討、概算事業費の整理及び関係市町

との協議の参考とします。 

(３) 本依頼への回答にあたり、前提条件がある場合は回答概要資料に記載してください。また、本依

頼書または要件一覧に記載する内容について、代替的な実現方法を提示可能な場合は、その前

提条件および代替案を記載してください。 

(４) 現時点でリリースされていない機能等についても、情報提供の対象とすることを可とします。ただ

し、想定される構築スケジュールおよびリリース予定時期を踏まえ、実現可能性を考慮した内容

としてください。また、当該機能のリリース予定時期も記載してください。 

(５) 情報提供の対象となる各製品やサービスの内容が分かる資料を、別途提出してください。提出

資料については特段の制限がない限り PDF形式としてください。 

 

５ 前提条件 

本情報提供依頼に係る前提条件を以下に示します。  

(１) 「別紙１_仕様書（平成３０年文部科学省実証事業）」「別紙２_要件一覧」「別紙３_帳票一覧」を参照

してください。 

(２) 利用する学校の情報については「別紙５_市町基礎情報」の内容を前提とします。 

 

６ 提出資料 

本情報提供依頼の回答として、以下を提出してください。 

(１) 回答概要資料（任意様式） 

回答概要資料には、以下の内容を盛り込んでください。回答概要資料に記載することが難しい場

合は、別紙にて提供してください。 

章 項目 主な記載事項 

１ 情報提供内容の全体構成 ・情報提供対象とする次世代校務DX環境の全体像：パブリ

ッククラウドを活用した SaaS型サービスを前提に、県内全

公立小中学校・義務教育学校（県立を除く）で共同利用する

ことを想定したシステム全体構成を提示すること。 

・ネットワーク構成：各学校から県内に設置する共同利用集

約機器までを各自治体が整備するネットワーク区間とし、共

同利用集約機器から校務システム環境までを IP-VPN（又

はインターネット VPN）により接続する構成案を示すこと。 

・強固なアクセス制御を実現するセキュリティ対策：自治体間

におけるデータの参照・編集権限の制御（論理分離）、サーバ

に対するマルウェア対策、不正アクセス防止対策、アクセスロ



グ及び操作ログの 1年以上の保存・管理体制について示す

こと。 

・費用按分方式に対する考え方：初期設定、データ移行、研

修等を含む導入費及び運用費に係る適切な費用按分方法

（児童生徒数、教職員数、学校数等の考え方を含む）を示す

こと。 

２ 提供可能なソリューション

の概要 

・ 構成ソリューションの製品名・特徴：教職員の長時間勤務の

縮減及び校務の標準化に寄与する機能・特長、並びに利用

可能な端末・ブラウザを示すこと。 

・ データセンター要件：システム基盤は、日本国内に立地し日

本法の適用を受けるデータセンター上で運用されること。ま

た、データセンターは ISO/IEC27001、ISO/IEC20000

及び ISO/IEC14001の認証を取得し、JDCC ファシリティ

基準の Tier3相当以上を満たすこと。 

・ 見積積算に対する考え方：初期費用（環境設定、データ移

行、研修等）及び経常費用（システム利用料、保守料等）の区

分を明示した上で、利用者端末側の各種設定を追加費用な

しで実施することを前提とした費用積算の考え方を示すこ

と。 

３ スケジュール ・ 設計・構築スケジュール：標準機能のみで構築することを前

提として、契約締結から本番稼働までの標準的な導入スケジ

ュールを示すこと。また、各工程における成果物及び想定期

間を併せて示すこと。 

・ スケジュール遅延リスクへの対応策：県との進捗管理、課題

管理、定期報告及び意思決定支援を円滑に行うためのプロ

ジェクト管理体制を示すこと。また、可能であればスケジュー

ル遅延が発生した場合の対応方針及びリカバリー手法につ

いても示すこと。 

４ 帳票一覧 ・ 標準帳票一覧の提示：「別紙 3_帳票一覧（※）」への対応状

況を示すこと。 

※文部科学省「統合型校務支援システムの導入のための手

引き」の「別紙 3 帳票一覧」を元に作成 

・ カスタマイズ対応可否：以下の長崎県指定様式について、個

別カスタマイズを前提とせず、回答対象システムが標準機能

として提供する帳票出力機能、Excel出力機能、CSV出力

機能その他の標準機能を活用した代替運用案を示すこと。 

1. 小学校調査書（1種類） 

2. 中学校調査書等（調査書、成績一覧表及び志願者名簿） 

3. 児童生徒の継続的な指導・支援のための引継ぎシート 

4. 治療勧告書（県内市町で利用されている様式を整理した

数種類の標準パターン） 



５ 追加情報提供事項 ・ データ移行・運用支援：過年度データ（中学校第 2学年及び

現中学校第 2学年の第 1学年時データ等）について、PDF

や CSV等のファイル形式での保管又は参照用としての取り

込みを含めた対応方法、移行時の留意事項及び運用支援内

容について提示すること。 

・ 外字管理：回答対象システムにおける Unicode（JIS第 3・

第 4水準等を含む）への対応状況について、現時点で回答

可能な範囲で記載すること。また、Unicode対応により外字

の利用を抑制又は削減するための基本的な考え方がある場

合は、その概要を記載すること。なお、本情報提供依頼では、

現行システムで使用している外字の個別調査、外字の同定、

文字コード変換表の作成、外字フォントファイルの作成、外字

の個別移行及び登録管理の仕組みの設計等を求めるもので

はない。 

６ 検討事項についての情報

提供 

・ 強固なアクセス制御（アクセスの真正性、端末・サーバ・通信

の安全性）：強固なアクセス制御を実現するため、以下の事

項について採用する技術及び構成案を示すこと。 

・共同利用集約機器からシステムまでの通信経路の暗号化 

・利用者認証及びアクセス権限管理 

・データセンターにおける不正アクセス防止対策 

・サーバ及び端末に対するマルウェア対策 

・ログの保存及び監査体制 

・遠隔地バックアップ等の災害対策 

・ 接続方式及びネットワーク構成に関する情報提供：本県にお

ける校務支援システムの共同調達の検討にあたり、参加自治

体のネットワーク環境や今後の整備方針は必ずしも一様では

なく、インターネット接続を前提とした環境への移行を予定し

ている自治体がある一方、現在利用している閉域網環境の

継続利用を希望する自治体も存在する。このため、以下の事

項について情報を提供すること。 

情報提供を求める事項 

・回答対象システムにおいて想定するネットワーク構成及び

接続方式 

・閉域網環境とクラウドサービスを組み合わせた構成（閉域接

続型クラウド、VPN接続、専用線接続等）の対応可否及び実

績（標準対応可/オプション対応可/対応不可） 

・接続方式ごとの導入・運用上のメリット、デメリット及び追加

費用の有無 

・接続方式の違いによる機能制約の有無 

・同一サービスにおいて、自治体ごとに異なる接続方式を採

用することの可否 



７ 会社概要 ・ 会社概要および類似業務実績：会社概要を示すとともに、他

自治体における校務支援システムの構築、導入及び運用支

援に関する主な実績を記載すること。また、本業務に従事予

定の要員について、役割、専門知識、保有資格及び実務経験

を含むプロジェクト体制を示すこと。 

 

(２) 見積書（別紙４_概算見積様式） 

以下の内容を前提とすること。 

ア 「別紙４_概算見積様式」に記載し、Excel形式で提出してください。 

イ 見積金額は千円単位で記載してください。 

ウ プロジェクト管理費用、要件定義、基本設計、詳細設計、試験仕様書及び成績書、構築及び試

験費等は構築初年度の全体構築費に含めてください。 

エ 費用按分の方法は、「別紙４_概算見積様式」に示した通りの方式で見積金額を算出してくださ

い。 

オ システムごとの費用按分方法(均等、学校数、教職員数、児童生徒数等)を検討し、採用した按

分方法を示してください。 

カ 次世代校務 DX環境の利用開始年時期は市町により異なる可能性があるため、個別導入費

や年間費用の計上タイミングを含めてください。 

キ 次世代校務支援システムに以下の機能が標準で備わっているか、オプション又は外部連携す

ることで実現可能なのかご回答ください。また、追加費用が掛かる場合は、機能ごとに費用を

算出ください。 

(ア) 教務管理 

(イ) 学籍管理  

(ウ) 保健管理 

(エ) グループウェア 

(オ) 備品管理 

(カ) 徴収金管理 

(キ) 保護者連絡 

(ク) 勤怠管理 

ク システムは５年間利用する想定として見積してください。 

ケ 見積様式に記載されている項目以外に必要な費用があれば、「その他費用」の項目に提示して

ください。 

(３) 仕様書一覧(別紙１_仕様書（平成３０年文部科学省実証事業）) 

別紙 1は、平成 30年度に実施した県域共同調達における仕様書を参考資料として添付するも

のです。本情報提供依頼において、別紙 1に記載する仕様への完全な準拠を求めるものではあり

ません。回答にあたっては、別紙 1を参考に、回答対象システムが備える機能・仕様、対応可能な範

囲、代替的な実現方法、実現可能性及び留意事項について、回答概要資料（任意様式）に記載して

ください。保守・SLA要件については、対応可否、対応可能な範囲及び前提条件を明記してくださ

い。 



• ヘルプデスク窓口：受付時間、受付方法（電話、メール、Web等）、対応体制 

• 障害対応：障害発生時の連絡体制、状況報告方法及び復旧対応プロセス 

• 障害復旧：標準的な復旧方針、目標復旧時間及びサービスレベル 

• 保守・運用支援：事業者が標準的に提供する保守メニュー及び運用支援内容 

 

以下の内容を参考として回答すること。 

ア 「別紙１_仕様書（平成３０年文部科学省実証事業）」は平成 30年度に実施した県域共同調達

における仕様書を参考資料として示すものであり、本情報提供依頼において、当該仕様への

完全な準拠を求めるものではありません。 

イ 別紙 1を参考に、回答対象システムにおいて実現可能な機能・仕様、対応可能な範囲、代替

的な実現方法、実現可能性及び留意事項について、回答概要資料（任意様式）に記載のうえ、

提出してください。 

 

(４) 要件一覧(別紙２_要件一覧) 

以下の内容を前提とすること。 

ア 「別紙２_要件一覧」に詳細な要件を示します。 

イ 回答対象システムが備える要件、当該要件への対応可否、代替的な実現方法及び実現可能性

について、別紙様式に記載し、Excel形式で提出してください。 

 

(５) 帳票一覧(別紙３_帳票一覧) 

以下の内容を前提とすること。 

ア 「別紙３_帳票一覧」に詳細な帳票を示します。 

イ 回答対象システムが出力可能な帳票、当該帳票への対応可否、代替的な出力方法及び実現

可能性について、別紙様式に記載し、Excel形式で提出してください。 

 

７ 本情報提供依頼の留意事項 

(１) 本情報提供依頼は、次期校務支援システム環境について検討するために行うものであり、契約

を前提としたものではありません。 

(２) 本情報提供の依頼に対して、どのような情報提供をいただいても、これをもって将来のシステム

導入を約束するものではありません。 

(３) 長崎県へ提示した情報は、次期校務支援システム環境について検討するために必要な範囲で利

用します。  

(４) 本情報提供依頼に係る資料の作成、提出等に要する費用は事業者の負担とします。 

(５) 提示資料は、返却しません。  

(６) 提示資料の内容について、後日照会や追加の資料提供を依頼する場合があります。  

(７) 提供いただいた情報は、提供者の承諾なく第三者へ提供又は配布することはありません。 



(８) 本情報提供依頼において、長崎県から提供を受けた資料は、本情報提供以外では使用せず、依

頼終了後に廃棄・消去してください。 

 

８ 本情報提供依頼に関する質問 

(１) 質問方法 

ア 質問にあたっては、（３）に記載する連絡先にメールにて連絡してください。 

イ メールの件名に、「【質問】【RFI】【長崎県】次世代校務 DX環境整備[会社名]」と記載してく

ださい。 

ウ 質問は「別紙 6_質問票」に記入し、電子メールで送信してください。 

エ 質問及び回答は、原則として他の参加事業者にも共有させていただきます。 

オ 提出ファイルは、電子メールへのファイル添付、またはファイルアップロードシステムのリンク送

付により提出してください。 

(２) 質問受付期間  

令和 8年 8月１０日(月)～令和 8年 8月 28日(金) 

(３) 連絡先 

長崎県教育庁 義務教育課 未来教育班 

担当：冨永 有祐 

電話：095-894-3374 

メール：y-tominaga@pref.nagasaki.lg.jp 

 

９ 提出先及び提出方法 

(１) 提出方法 

ア 本情報提供依頼の回答及び資料の提出は、（３）に記載する連絡先にメールにて提出してくだ

さい。 

イ メールの件名に、「【回答】【RFI】【長崎県】次世代校務 DX環境整備 [会社名]と記載してく

ださい。 

ウ 提出ファイルは、電子メールへのファイル添付、またはファイルアップロードシステムのリンク送

付により提出してください。 

(２) 提出期限 

令和 8年 9月 4日（金）17時 

(３) 連絡先 

長崎県教育庁 義務教育課 未来教育班 

担当：冨永 有祐 

電話：095-894-3374 

メール：y-tominaga@pref.nagasaki.lg.jp 


